
議　題 概　要 結　果

議
決
事
項

第二東京弁護士会リーガル・アクセス・センター規則一部改正の件 着手金及び弁護士報酬等あっせん手続に関する規則改正 賛成多数で可決承認

東京三弁護士会、多摩支部、山梨県弁護士会との「災害時等における連携協力に関する協定」締結の件 左記協定締結の件 賛成多数で可決承認

選択的夫婦別姓制度の導入を求める請願の件 左記制度の導入を求める地方議会への請願及び意見書採択の件 賛成多数で可決承認

一般会費免除申請の件（1件目）　 疾病を理由とする免除申請 会費支払免除を認める旨賛成多数で可決承認

一般会費免除申請の件（2件目）　 疾病等に準ずる事由を理由とする免除申請 会費支払免除を認めない旨賛成多数で可決承認

東京三会と杉並区との「災害発生時における特別法律相談に関する協定」締結の件 杉並区との左記協定書締結の件 協定締結する旨賛成多数で可決承認

入会審査及び指定法付記請求 入会審査4件、指定法付記請求0件 日弁連への名簿登録請求進達を可とすることを賛成多数で可決承認

諮
問
事
項

資格承認及び指定法 資格承認申請2件、特定外国法指定申請0件 承認を是とする旨を賛成多数で答申

人権救済基金援助申請（令和5年（救）第7号）の件 人権救済基金援助金支出に関する人権救済基金設置規則第7条に基づく諮問 援助不相当とする旨を反対多数で答申（賛成10、反対16、棄権1）

令和7年度互助会運営委員会委員改選の件 任期満了に伴う左記委員会委員選任 選任を是とする旨を賛成多数で答申

総務委員会委員追加選任の件 左記委員会委員選任 選任を是とする旨を賛成多数で答申

弁護士業務妨害対策委員会委員追加選任の件 左記委員会委員選任 選任を是とする旨を賛成多数で答申

会規制定委員会委員追加選任の件 左記委員会委員選任 選任を是とする旨を賛成多数で答申

憲法問題検討委員会委員追加選任の件 左記委員会委員選任 選任を是とする旨を賛成多数で答申

天津律師協会との友好協定書締結の件 天津律師協会との左記協定書締結 協定締結を是とする旨を賛成多数で答申

報
告
事
項

子どもの権利条約・こども基本法に基づく子どもの権利の保障の推進を求める会長声明の件 2024年11月20日に会長声明を発した旨の報告

株式会社NSDとのコンサルティング契約（IT業務支援）の件（2024年12月分） コンサルティング契約の報告

東京三弁護士会多摩地区法律相談センター運営細則一部改正の件 左記細則を改正した旨の報告

第二東京弁護士会と台北律師公會の間に於ける友好協定書更新の件 左記協定書を更新した旨の報告

当会からの特別保存の要望の申出に対する裁判所からの通知の件 左記通知の報告

総会のオンライン化プロセスの件 左記プロセス報告

選挙のオンライン化プロセスの件 左記プロセス報告

JIDRC（日本国際紛争解決センター）解散・清算の件 左記解散・清算報告

第二東京弁護士会業務システム検討ワーキンググループ委員選任の件 左記委員の選任報告

特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（フリーランス新法）への対応の件 左記対応報告

人権救済申立事件調査支援機構に関する協定書及び実施要領締結の件 左記協定書及び実施要領を締結した旨の報告

令和6年能登半島地震及び令和6年能登半島豪雨災害を理由とする支援金支出の件 左記支援金支出及び支援体制継続する旨の報告

速やかに選択的夫婦別姓制度を法制化することを求める会長声明 2024年12月5日に会長声明を発した旨の報告

2024年度幹事選任の件 決定した幹事人選の報告

弁護士推薦委員会報告の件　 推薦結果の報告

会員異動の件（登録取消及び登録換え含む。11/30現在） 11/30現在　7,013名（正会員6,586名、外国特別会員222名、法人会員199名、外国法人特別会員6名） 
登録取消4件、登録換え退会2件
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冒頭、日下部会長から会務報告があった。
日弁連執行部では、選択的夫婦別姓制度や再審
法改正といった主要政策課題の実現のため、各政
党との朝食会にて継続的に意見交換を行っている

常議員会
〈報告者〉  牧田 潤一朗（57期）

令和6年12月9日 常議員40人中29人出席

報告
こと、また当会執行部においては、当年度中に行
うこと、次年度に引き継いで継続することの整理
を行いながら、課題に鋭意取り組んでいることが
報告された。
議決事項では、日弁連の要請にしたがい、選択
的夫婦別姓制度の導入を求める意見書を採択する
請願を地方議会に行うことが諮られ、異議なく可
決された。執行部からの説明では、現時点で消極
的な地方議会への説得は一筋縄ではいかず、粘り
強い働きかけを要するとのことである。
諮問事項では、人権救済基金援助申請について

の諮問がなされた。前月から、事案の社会的影響
や公平性を巡り、常議員会の中でも賛否が拮抗す
る案件が続き、一常議員としても悩ましい判断を
しなければならなかった。結論としては今回の案
件は援助を認める答申となった。本件に限らず、
同基金がその趣旨に従い有効適切に活用されるこ
とを期待したい。
報告事項では、総会及び選挙のオンライン化の

検討状況について説明がなされた。議決権や投票
権のオンライン行使については、本人確認の問題
等があり、現在の検討においては実現が難しいと

整理されているものの、その他のオンライン化が
可能な手続に関しては、当会のシステムリプレー
スが実現した際にオンライン化ができるように、
次回総会で会規等の改正をすることを検討してい
るということであった。重要案件であり説明資料
からも検討の大変さがうかがえたが、当会の事務
負担軽減や会員の利便性向上のために継続的に検
討を続けていただければと思う。�

常議員会報告


